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不登校児童生徒の現状について 

 

１ 国の不登校の実態について 

(１) 定義 

 

(２) 実態 

文科省の調査によると、全国の不登校児童生徒数は大幅に増加している。令和４年度調査

では、小中学生合わせて約 30 万人に迫っており、過去最多となっている。また、不登校児

童生徒のうち、90 日以上欠席している児童生徒数は約 16 万５千人にのぼっている。 

文科省は、不登校の原因を以下の３つに分類しており、小中学校ともに「本人に係る状況」

の「無気力、不安」が約半数を占める結果となった。 

 

 

 

 

（３）不登校の背景 

文科省調査において不登校の主たる要因が「無気力、不安」であると報告された児童生徒

の詳細を把握すること等を目的として、文科省の委託事業調査が実施され、不登校の要因分

析に関する結果が公表された。（参考資料１－１） 

文科省委託事業の調査において、令和４年度に不登校として報告された児童生徒について

不登校の要因を複数回答で聞いたところ、「いじめ被害」「教職員への反抗・反発」「教職

員とのトラブル、叱責等」や「体調不良」「不安・抑うつ」といった心身の不調等について、

教師と児童生徒・保護者の回答割合に大きな違いが見られた。一方、「学業不振」「宿題が

できていない」等は三者の回答割合が近く、約 30〜50％程度を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
　何らかの心理的、情緒的、身体的あるいは社会的要因・背景により、登校しないあるいはし

たくてもできない状況にあるために年間 30 日以上欠席した者のうち、病気や経済的な理由に

よる者をのぞいたもの

・学校に係る状況（学校が原因の不登校） 

・家庭に係る状況（家庭環境や家庭で起きた問題が原因の不登校） 

・本人に係る状況（学校・家庭いずれも関係のない本人の問題が原因の不登校）

「文部科学省委託事業不登校の要因分析に関する調査研究結果の概要」より
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この調査では、不登校の児童生徒の相談相手、児童生徒及び保護者のニーズ等についての

調査も行われており、以下のような結果が示されている。 

 

【相談に関する質問】（児童生徒対象） 

「あなたが一番最初に学校に行きづらい、休みたいと感じ始めてから、実際に休み始めるま

での間で、学校に行きづらいことについて誰かに相談しましたか。」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【学校に戻るために有効なことに関する質問】（児童生徒対象） 

「前の学年で、学校を休んでいるとき、どのようなことがあれば学校に戻りやすかったと思

いますか。」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４) 対策 

文科省は、不登校児童生徒の急増、学校内外で教育を受けられていない小中学生の増加を

受け、「不登校により学びにアクセスできない子供たちをゼロにすること」を目指し、令和

５年３月 31 日「誰一人取り残されない学びの保障に向けた不登校対策（COCOLO プラン）」

を公表した。併せて、各自治体や教育委員会、学校設置者に対し通知を発出し、プランを踏

まえた速やかな不登校対策の推進を求めている。（参考資料１−２） 

・最も相談するのは家族で６割以上。学校の先生・保健室の先生の２割以上を占めることから、 

最初の相談に対し、どのように寄り添うか、初動対応が極めて重要である。 

・身近にいる教員に相談する児童生徒以上に「誰にも相談しなかった」児童生徒が３割を占める 

ことから、国や県の相談窓口の周知や、一人一台端末等を活用し、心や体調の変化を把握し、 

適切なアセスメントやチーム支援に活かすといった取組の検討も必要である。

・「友だちからの声かけ」が 35％以上と最も多く、「家族からの声かけ」「個別に勉強を教えて 

もらえること」と続く。 

・家族、友だちをはじめ、先生、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーといった 

「他者との関わりが持てること」「個別に質問しやすく、勉強を教えてもらえる場所の確保」 

も重要な支援だと分かる。
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単位：人

10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 平均

函南中 4.7 4.3 5.3 5.4 5.1 6.2 5.2

東中 5.8 5.3 6.3 5.6 5.9 8 6.2

【令和５年度 後期 ： １日の平均利用生徒数】

２ 函南町の実態について 

（１） 不登校児童生徒数・校内教育支援センター（ステップルーム）の現状 

　【不登校児童生徒数】（令和４年度〜令和５年度の同時期比較による） 

・不登校児童生徒数では、中学校で現状維持、小学校で増加傾向がみられた。 

・新型コロナウイルスの感染症法上の位置付けが変化する中で、特に小学校において 

「無気力」「不安」の訴えが増加した。 

・小学校の長期不登校児童については、中学校進学後も不登校を継続する可能性が高い。 

 

【校内教育支援センター（ステップルーム）】 

・令和５年度後期（10月〜３月）における利用生徒数は以下の通りとなっており、利用 

生徒の居場所として十分機能した。 

 

 

 

 

 

 

・利用状況やアンケート結果から、登校はできているが学級に入りにくく困っている生徒 

や、登校の機会を持ちたい気持ちがある生徒にとって有効であった。 

・教員間でステップルームの目的や支援の考え方、利用生徒の状況や心情理解に共通認識 

を持てていない部分がある。不登校や児童生徒理解研修等により、教員の意識改革をし 

ていくことも必要である。 

 

 

（２）函南町の取り組みと今後の方向性 

①中学校の校内教育支援センター（ステップルーム）の整備拡充 

函南町では、令和５年度から両中学校に校内教育支援センター（ステップルーム）を整備

し、運用している。自分のクラスに入りづらい生徒が、落ち着いた空間の中で自分に合った

ペースで学習・生活できる環境を学校内に確保し、必要に応じて、友達や教員などの他者と

も相談・交流することもできる。また、学習面については、今年度より一人一台端末を活用

し、授業の板書や一部授業の動画配信を視聴できる体制整備を行っている。また、両中学校

にステップルーム専属の学習支援員を配置することで、生徒がいつでも相談でき、安心して

個別の学習支援を受けられる環境を整えている。 

　一方、学習支援員の勤務時間の関係で終日にわたる支援はできず、中学校では、専属の学

習支援員の勤務開始を少し遅い時間に設定したり、管理職やその時間に授業が入っていない

教員等が対応したりと、ステップルーム運用に努めている。勤務時間中の休憩時間確保も十

分にできていない現状もあり、中学校におけるステップルーム専属の学習支援員の勤務時間

拡充を求めたい。 
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②小学校への校内教育支援センターの設置 

中学校でのステップルームの取組や成果を、教育支援センターを中心に、校長会や不登校

担当者会等で積極的に発信し、居場所づくりの取り組みについて、町内小中学校へ情報共有

を図っている。 

　不登校においては、「不登校未然防止」、予兆がある児童の「早期発見・早期対応」が非

常に重要である。特に小学校において発達段階的に、自分の細かな心情の変化や感情の表出

が困難な場合が多い。函南町においても、本人・保護者もこれといったきっかけがつかめて

いないが、「無気力」「不安」といった訴えにより休み始めてしまう児童もいる。そういっ

た悩みや不安を抱える児童に対して、適切な距離感で関わり、子どもの困り感に寄り添い、

個に応じた柔軟な支援を行っていく必要がある。 

中学校におけるステップルームの利用生徒・保護者からは肯定的な意見が多く、これら取

組を参考に小学校でも校内教育支援センターの実践を展開していきたい。まずは、田方地区

最大児童数を抱える函南町立東小学校への校内教育支援センターの設置を目指す。 

 

 

③小さな SOS を把握する「心の健康観察」の試験実施や導入検討 

　文科省委託事業の不登校の要因分析調査によると、児童生徒回答と教師回答に大きな差異

がみられた。また、約３人に１人が「誰にも相談しなかった」ということを鑑みると、教師

が児童生徒に直接声をかけたとしても、心身の不調を正確に捉えることは難しいことが分か

る。文科省の「COCOLO プラン」では、一人一台端末を利用し健康観察を行う等、心や体調

の変化を早期発見する取組を推進している。函南町においては、現在小学校１校で一人一台

端末を用いた「心の健康観察」を実施している状況だが、メンタルヘルスの悪化や児童生徒

が発する小さな SOS の早期発見につなげる「心の健康観察」の試験実施や導入検討を進めて

いきたい。 

 

児童生徒は複雑で急激に変化する現代を生き抜いている。そのような不安定な環境の中、

今日まで登校できていた児童生徒がいつ登校できなくなっても不思議ではない。不登校支援

について、函南町では「不登校児童生徒への関わり率 100％」を目標に掲げ、継続して対応

している。現在不登校状態の児童生徒の自立に向けた支援を継続して行いながら、「不登校

未然防止」の視点も取り入れ、目の前の児童生徒が「登校し続けられる魅力的な学校づくり」

「安心できる居場所づくり」の重要性を再認識し、今後も不登校対策を行っていきたい。
















